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登録事業者による取引事例（ヒアリング結果概要）

賃貸取引

Ａ社 Ｂ社 Ｃ社

本店所在地域
免許権者（更新回数） 関東 / 大臣免許（３） 近畿 / 大臣免許（１） 関東 / 大臣免許（２）

店舗数
（うちＩＴ重説実施店舗） 51店舗（6店舗） 34店舗（5店舗） 18店舗（4店舗）

使用端末及びソフトウェア 使用端末：パソコン
ソフトウェア：HOMESLIVE（ネクスト）

使用端末：パソコン
ソフトウェア：HOMESLIVE（ネクスト）

使用端末：パソコン
ソフトウェア：V-CUBE（ブイキューブ）

ＩＴ重説実施件数
（全体取引件数（賃貸）のうち、ＩＴ重
説の占める割合）

10月：16件（39.0%）
11月：18件（30.0%）
12月： 7件（12.1%）
1月：12件（14.0%）
※割合はIT重説実施店舗取引件数ﾍﾞｰｽ

11月： 1件
12月：18件（2.7%）
1月： 9件（1.0%）

11月： 1件（0.7%）
12月：14件（7.8%）
1月： 7件（3.9%）

顧客へのアプローチ

●来店されたすべての顧客に対してIT重説の推
奨

●自社作成Ａ４ポンチ図にて概要説明、流れ等
について説明（アンケート、録画・録音の義務な
ど）

●遠隔地や再来店の日程確保が困難な顧客に対
してIT重説の推奨（全体顧客の20%程度）

●国交省作成A4ポンチ図にて概要説明

●遠隔地の顧客を中心にIT重説の推奨

●国交省作成A4ポンチ図にて概要説明

広報活動
●ホームページにてIT重説の紹介、周知
●店内、店頭に自社作成書面の掲示
●問合せメールの雛形にアピール告知、URLの貼
付け

●ホームページにてIT重説の紹介、周知

●店舗にて冊子などを用いて顧客へ周知

●ホームページにてIT重説の紹介、周知

●IT重説の概要をまとめた資料を、商談テーブ
ルなどに掲載

独自の取組

●社内マニュアルの作成
●社内で週に一度、推進・実施状況の共有
●IT重説を実施する取引士への研修の実施
●IT環境の整っていない顧客へ機器の貸出し
●空室に関しては、事前に貸主同意書の取得

●取引士向けマニュアルの作成
●IT重説を実施する取引士への研修の実施
●社内意見交換会の実施により情報共有
●ipadの無料貸出し（IT重説以外に使用できな
いようｾｷｭﾘﾃｨｰの徹底）
●IT重説実施事業者との意見交換を検討

●取引士向けマニュアルの作成
●顧客向けのIT重説フロー図等の作成、配布
●月１回程度の社内意見交換会にて、情報
共有を実施

ＩＴ重説を実施して
●社会実験のため、事前・事後の手続きについて煩雑に感じるが、重説そのものに限っては、対面とＩＴとで変わるものはない。
●録画、録音やアンケートが原因でＩＴ重説の実施を断られるケースはほとんどない。
●一般消費者、管理会社に対して、認知度をあげるための広報活動を進めてほしい。 1

○登録事業者のうち、実施件数が多い事業者に対し、ＩＴ重説に関する取組状況、ＩＴ重説を含む仲介・代理業務の進め方等に
ついてヒアリング調査を実施。（平成28年3月）

○顧客に対するＩＴ重説の推奨、機器の貸出し等の積極的な取組が、ＩＴ重説の実施実績につながっている模様。



登録事業者による取組事例（賃貸取引フロー）

物件選び、内覧、申込み

●申込書記載、身分証明書の提示。

●物件概要、周辺環境等について、資料を用いて説明後、顧客
とともに現地内覧へ。

●容姿、やりとり、申込書記載内容から、反社会的勢力に該当
するか確認。

●保証会社の審査や貸主からの承諾に時間を要する等、申込
み当日に重要事項説明を行えない場合、ＩＴ重説について説
明。（登録事業者により説明対象は異なる。）

●インターネット上で、概要、写真等により物件の確認。

●メールやＦＡＸにて申込み。身分証明書についても、併せて送
信してもらう。

●申込書記載内容から反社会的勢力に該当するか事前確認。

●申込みを受けた顧客に対して、基本的には来店頂き対面にて
重説の実施。遠隔地の顧客等に対しては、ＩＴ重説について
説明。（登録事業者により説明対象は異なる。）

対面 非対面

重要事項説明
●重要事項説明の実施。所要時間15～20分程度。

●重要事項説明後、契約締結まで至らないケースもある。
（50件に1件程度）

●ＩＴ重説の実施。所要時間20～30分程度。

●画面を通して反社会的勢力に該当するか判断可能。

●ＩＴ重説実施後、契約締結まで至っていないケースはこれまで
のところなし。

対面 非対面

契約締結

●契約書類の記載内容説明、署名押印、手渡し。

●鍵の引渡し

●契約関係書類の郵送、顧客にて契約内容確認後に署名押
印、署名押印した契約書類の送付を受ける。

●鍵の引渡しは店舗にて実施。
メールでの申込み後、IT重説を実施した顧客は引渡しで初めて
対面。

対面 非対面

賃貸取引フロー

2

※A社、B社、C社のヒアリング結果に基づき、法人間以外の賃貸の仲介・代理に係る業務内容・手続き等について、国土交通省においてフロー形式で作成。
※ＩＴ重説を実施する場合でも、その前後の手続きは対面・非対面のいずれの場合もあり得る。


